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　本件は、給与所得等を有する請求人が野球
部のトレーナー業務に係る事業所得の金額の
計算上生じた損失の金額があるとして、当該
損失の金額を給与所得の金額と損益通算して
確定申告をしたが、原処分庁が当該業務に係
る所得は雑所得に該当するとして所得税等の
更正処分等を行ったため、原処分の全部の取
り消しを求めたものである。
　請求人は、もともと勤務先の野球部におい
てコーチ及びトレーニングに係る指導等の業
務を行っており、退職後、トレーニングに係
る指導及びリハビリ等の業務を開始し、その
一環として学校の野球部に対して同業務を
行っていた（本件業務）。加えて、退職から2
年後には元の勤務先に再度勤務し、再び野球
部におけるコーチ及びトレーニング業務も併
せて行っていた。なお、請求人は、本件業務
を開始する際には、職業をトレーナーとする
個人事業の開業届出書を原処分庁に提出する

とともに、青色申告の承認を受けていた。
　この点、令和4年10月の所得税基本通達
の改正では、事業所得と認められるかどうか
は、その所得を得るための活動が社会通念上
事業と称するに至る程度で行っているかどう
かで判定することとされ、目安として収入金
額が300万円以下であっても、帳簿書類を保
存等している場合には事業所得に区分される
場合が多いとされている。ただし、帳簿書類
を保存等している場合であっても、①その所
得の収入金額が僅少と認められる場合、②そ
の所得を得る活動に営利性が認められない場
合には、事業と認められるかどうかを個別に
判断することになるとしている。
　審判所は、事業所得とは自己の計算と危険
において独立して営まれ、営利性、有償性を
有し、かつ反復継続して遂行する意思と社会
的地位とが客観的に認められる業務から生ず
る所得と解されるところ、ある所得が事業所

　令和4年10月の所得税基本通達の改正では、帳簿書類を保存等していた場合には概ね事業
所得に区分される場合が多いとされたが、青色申告の承認を受けていたにもかかわらず、雑
所得に該当すると判断された裁決事例が明らかとなった。本件は、野球部のトレーナー業務
から生じた所得の所得区分が争われたもの。国税不服審判所は、有償性、一応の反復継続性
及び企画遂行性を有していたと認められるとしたが、4年連続して相当多額の損失が生じて
いたにもかかわらず、請求人が本件業務に係る収支を改善するための手段を講じていなかっ
たことからすると営利性が乏しいなどとし、本件業務から生じた所得は事業所得ではなく、
雑所得に該当すると判断。請求人の請求を棄却している（関裁（所）令7第12号）。

帳簿保存等があれば収入金額300万円以下でも概ね事業所得だが

青色申告承認受けるも雑所得、
4年連続の損失等で営利性なし

トレーナー業務で開業も、事業所得に該当せず
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得に該当するか否かは、営利性及び有償性の
有無、その者が費やした精神的及び肉体的労
力の程度、人的及び物的設備の有無、資金の
調達状況、その者の職業、経歴、社会的地位
及び生活状況、相当程度の期間継続して安定
した収益を得られる可能性の有無等を総合的
に検討し、社会通念によって判断するのが相
当であるとした。その上で本件業務について

は、有償性、一応の反復継続性及び企画遂行
性を有していたと認められるものの、4年連
続して相当多額の損失が生じていたにもかか
わらず、請求人が本件業務に係る収支を改善
するための手段を講じていなかったことから
すると営利性が乏しいなどとし、本件業務か
ら生じた所得は事業所得ではなく、雑所得に
該当すると判断している（表参照）。

【表】審判所の判断
営利性及び有償性の有無並びに反復継続性の有無について
◦請求人は、本件業務により対価を得ていたことからすれば、本件業務には有償性が認められる。
◦本件業務は、令和元年分には31回、令和2年分には8回、令和3年分には4回、令和4年分には2回行
われており、数回程度にとどまる年分が多いとはいえ、令和元年分以降毎年一定回数行われているこ
とからすれば、反復継続性も一応認められる。
◦一方、本件業務に係る必要経費の金額は、4年連続して相当多額の損失が生じていた反面、請求人は、
本件業務に係る収支を改善するための手段を講じておらず、本件業務の営利性は乏しい。

自己の計算と危険においてする企画遂行性の有無について

◦請求人は、本件業務から生ずる損失や必要経費を自ら負担した上で本件業務を行っていたことからす
ると、自己の計算と危険において本件業務を企画遂行していたと一応認められる。

精神的及び肉体的労力の程度について
◦請求人は、多い年分では31回、少ない年分でも2回にわたり、各校野球部のグラウンド等に赴き、本
件業務を行っていたのであるから、年によって程度の差はあるものの、本件業務に一定程度の精神的
及び肉体的労力を費やしていたといえる。
◦一方、請求人は、月曜日から金曜日まで、原則として単身赴任先である勤務先で勤務していたといえ
る。そうすると、請求人が本件業務に費やした精神的及び肉体的労力の程度は限定的であったといえる。

人的及び物的設備の有無について
◦請求人は、配偶者以外に人的設備は有していない。また、請求人は、各校野球部のグラウンド等に赴
き、本件業務を行っていたことから、物的設備も有していない。最も、本件業務はトレーニングに係
る指導等の業務であり、必ずしも人的及び物的設備を要しないものであることからすると、請求人が
人的及び物的設備を有することなく一人で本件業務に従事していたことは、本件業務から生じる所得
が事業所得でないことを基礎付ける事情とはならない。

職業、経歴、社会的地位及び生活状況について
◦請求人は、勤務先から給与収入を得ており、当該収入により本件業務に係る損失の一部を補填してお
り、本件業務からの収入が請求人の生活の資となっていたとはいえない。

相当程度の期間継続して安定した収益を得られる可能性の有無について
◦本件業務により多額の損失が4年連続して生じていたにもかかわらず、請求人は、本件業務に係る収
支を改善する手段を講じていたとは認められないことに加え、今後収支が改善し、安定した収益をも
たらす見通しがあることをうかがわせる事情もないことも併せ考慮すれば、請求人が、本件業務から
相当程度の期間継続して安定した収益を得られる可能性を有していたとはいえない。
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